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Ⅰ. 大分県の位置Ⅰ. 大分県の位置

１，２０９６４０５６９

合計女性男性

大分県の人口（平成１７年） 単位：千人

大分県の面積

６，３３９ｋ㎡

大分県は九州の東北部
に位置し、良好な港（大分
港）と全国的にも有名な
温泉（別府、湯布院）等の
観光地を抱える。
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２．大分県経済の特徴

（ １ ） 主 要 産 業 は 製 造 業 と サ ー ビ ス 業
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（２）福岡県に次ぐ工業出荷額

　　　　　　　　県　名
産　業 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
第１次産業 153,298 0.8 84,110 2.9 122,509 2.7 186,045 3.1 114,554 2.6 193,168 5.5 255,669 4.7
　　農林水産業 153,298 0.8 84,110 2.9 122,509 2.7 186,045 3.1 114,554 2.6 193,168 5.5 255,669 4.7
第２次産業 3,590,075 19.8 753,593 26.0 793,203 17.4 1,282,673 21.5 1,308,190 29.4 731,906 20.8 1,050,845 19.2
　　鉱　業 36,459 0.2 4,716 0.2 10,343 0.2 16,032 0.3 22,179 0.5 4,704 0.1 12,731 0.2
　　製造業 2,535,914 14.0 547,037 18.9 501,681 11.0 889,778 14.9 996,100 22.4 447,170 12.7 644,360 11.8
　　建設業 1,017,702 5.6 201,840 7.0 281,179 6.2 376,863 6.3 289,911 6.5 280,032 8.0 393,754 7.2
第３次産業 14,390,485 79.4 2,061,378 71.1 3,654,310 80.0 4,493,667 75.4 3,020,187 68.0 2,587,514 73.7 4,169,805 76.1
　　電気・ガス・水道 441,380 2.4 182,709 6.3 159,743 3.5 174,788 2.9 150,364 3.4 85,626 2.4 196,061 3.6
　　卸売・小売業 3,432,614 18.9 271,415 9.4 559,058 12.2 726,764 12.2 452,582 10.2 390,870 11.1 610,962 11.2
　　金融・保険業 1,031,042 5.7 147,866 5.1 283,697 6.2 297,479 5.0 233,055 5.2 155,685 4.4 311,435 5.7
　　不動産業 2,198,202 12.1 307,578 10.6 562,202 12.3 739,006 12.4 446,283 10.0 379,321 10.8 616,091 11.3
　　運輸・通信業 1,331,396 7.3 149,759 5.2 314,655 6.9 390,819 6.6 247,559 5.6 203,674 5.8 410,213 7.5
　　サービス業 3,995,230 22.0 575,059 19.8 989,938 21.7 1,314,075 22.0 871,465 19.6 796,654 22.7 1,155,371 21.1
    政府サービス 1,545,999 8.5 352,843 12.2 622,929 13.6 698,057 11.7 513,593 11.6 469,896 13.4 725,505 13.2
    非営利サービス 414,622 2.3 74,149 2.6 162,088 3.5 152,679 2.6 105,286 2.4 105,788 3.0 144,167 2.6

小 計 18,133,858 100.0 2,899,082 100.0 4,570,021 100.0 5,962,385 100.0 4,442,931 100.0 3,512,587 100.0 5,476,319 100.0
（控除）帰属利子 -767,263 - -94,076 - -214,860 - -211,844 - -159,605 - -63,357 - -248,687 -

県内総生産 17,366,595 - 2,805,006 - 4,355,161 - 5,750,541 - 4,283,326 - 3,449,230 - 5,227,632 -

大分県 宮崎県 鹿児島県福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 合　計

基礎素材型産業 2,293,845 431,444 155,706 589,319 1,388,049 394,216 316,952 5,569,531
　化　学　工　業 416,878 94,863 8,238 111,339 306,856 134,273 18,406 1,090,853
　鉄　鋼　業 591,590 31,516 16,458 37,663 343,231 11,028 2,035 1,033,521
　金属製品製造業 392,298 88,643 40,397 142,685 50,148 42,052 49,406 805,629
　窯業・土石製品製造業 308,640 57,254 55,420 62,649 110,220 41,464 145,887 781,534
　木材・木製品製造業 75,479 18,875 7,215 35,050 26,617 40,716 18,256 222,208
　ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品製造業 175,915 42,475 18,820 63,963 61,309 34,256 13,896 410,634
　ゴム製品製造業 156,827 60,328 x 50,931 11,791 45,304 311 325,492
　パルプ・紙・紙加工品製造業 79,779 1,999 5,915 58,755 25,871 36,223 44,397 312,939
　石油製品・石炭製品製造業 34,098 2,769 2,577 7,557 298,826 3,816 5,218 354,861
　非鉄金属製造業 62,341 32,722 666 18,727 153,180 5,084 19,140 291,860

加工組立型産業産業 3,134,851 505,737 822,748 1,247,156 1,213,433 348,450 510,801 7,783,176
　電気機械器具製造業 238,931 148,371 73,294 109,030 363,628 69,343 54,157 1,056,754
　情報通信機械器具製造業 51,048 16,194 11,330 64,754 7,940 1,768 9,273 162,307
　電子部品・デバイス製造業 395,204 44,189 155,882 409,390 432,130 185,609 378,996 2,001,400
　輸送用機械器具製造業 2,007,844 140,595 323,333 469,183 132,280 41,616 11,259 3,126,110
　一般機械器具製造業 428,899 154,663 257,981 187,949 160,152 32,335 52,569 1,274,548
　精密機械器具製造業 12,925 1,725 928 6,850 117,303 17,779 4,547 162,057

生活関連型産業 1,829,295 223,139 324,065 541,454 428,436 482,155 960,588 4,789,132

　食料品関連製造業 1,341,132 81,222 242,758 419,964 355,873 389,764 882,966 3,713,679
　　　（食料品製造業） 777,086 26,962 213,926 274,338 134,504 229,367 522,011 2,178,194
　　　（飲料・たばこ・飼料製造業） 564,046 54,260 28,832 145,626 221,369 160,397 360,955 1,535,485
　印刷・同関連産業 250,291 22,313 18,721 72,088 18,796 17,782 30,670 430,661
　家具・装備品製造業 121,935 13,760 5,503 10,952 18,464 8,528 10,066 189,208
　衣服・その他の繊維製品製造業 47,889 20,128 33,023 26,361 14,041 37,675 16,473 195,590
　繊　維　工　業 17,958 7,489 3,448 12,089 10,518 13,178 6,709 71,389
　なめし革・同製品・毛皮製造業 2,137 10,636 x x 2,935 - 1,055 16,763
　その他の製造業 47,953 67,591 20,612 x 7,809 15,228 12,649 171,842
　　　合　　　　　計 7,257,990 1,463,050 1,303,197 2,386,722 3,029,917 1,224,819 1,788,342 18,454,037

出所：内閣府「平成１４年度県民経済計算年報」（注）構成比は産業計を分母としている。（注）政府サービスには、電気・ガス・水道業、サービス業、公務が含まれる。（注）小計には、政府サー
ビス生産者、対家計民間非営利サービス生産者を含む。（注）平成２年度以降の値は一部内容の見直しが行われているため、それ以前との比較の際には留意が必要。

出所：経済産業省「工業統計表」（各県速報値は各県公表の「工業統計表」による）（注）各項目には秘匿分を含んでいないため、合計と一致しないことがある。食料品関連製造業は「食料品製
造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の合計。

（平成１４年度）

１．「九州各県の産業別県内総生産（名目）」

２．九州各県の業種別製造品出荷額

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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主 な 立 地 企 業

新産業都市や
県北国東地域テ
クノポリスの指定
を機に、鉄鋼、石
油化学、自動車
ほか、半導体、電
子・電気機器など
の最先端技術企
業の県内への立
地が急速に進行。

その一方で、地

場産業として造船、
発酵・醸造分野に
加え、半導体、自
動車関連の産業
集積も進み、大分
県の1人当たり県

民所得は九州トッ
プクラスで、製造
品出荷額等も、九
州では福岡県に
次ぐ規模となって
います。

３．主な立地企業

大分県のホームページ（大分県商工労働部企業立地課）から引用
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（２）進出企業の設備投資状況

２５ー昭和電工（株）
（平成１５年度から平成１８年度までの４年間で）

２，０００億円東芝大分工場

１，０００ー新日本製鐡(株)

４９０９０ﾀﾞｲﾊﾂ車体(株)

８００ー大分ｷﾔﾉﾝﾏﾃﾘｱﾙ(株)

１４０１４７大分ｷﾔﾉﾝ(株)

2006年度以降

投資予定額

2005年度

投資額
企業名

（単位：億円）
県内の設備投資は、進出企業製造業を中心に、好調に推移。
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４．県内の観光資源一覧

別府温泉

由布院温泉

長湯温泉九重九湯

ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ

ﾌﾞﾙｰﾂｰﾘｽﾞﾑ
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（２）産業集積と観光資源が潜在成長要因(１)

①九州経済産業局が、平成１７年１０月の景況感を各県毎に表したもの。

②赤色で示す県（福岡・大分）が好調。
③黄色で示す県（佐賀・熊本）が堅調、水色斜線で示す県（長崎・宮崎）が低調。

九州経済産業局 ：「2005-2006九州経済 Review&Preview」出典
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（２）産業集積と観光資源が潜在成長要因(２)

長 崎

宮 崎

鹿児島

佐 賀

熊 本

福 岡

大 分

九州経済産業局 ：「2005-2006九州経済 Review&Preview」出典

九州経済産業局発表の「九州各県の景気動向推移」でも16年１0月よりトップ。
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５.主要経済指標

１位
７１０

億円

１，５２４
億円

設備投資額

（製造業）

（平成１７年度）

１．７％

２，９５８
千円

１．０１倍

全国平均

１位２．６％５．１％

県内総支出（実質）
の増加率

（平成１５年度）

１位
２，４２８

千円
２，６４７

千円

一人当たり

県民所得

（平成１５年度）

１位０．７倍０．９５倍
有効求人倍率

（平成１８年３月）

九州内

順位
九州平均大分県指標名

各指標とも九州内ではトップ。

＊計数は、公表されている直近の数値。

出典：内閣府経済社会総合研究所（一人当たり県民所得、県内支出（実質）の増加率）
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プロフィールプロフィール11

店舗ネットワーク一覧店舗ネットワーク一覧22

大分県内預貸金シェア大分県内預貸金シェア33

Ⅱ. 大分銀行の概要Ⅱ. 大分銀行の概要

1２
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１．本店：大分市府内町3丁目4番1号

１．プロフィール

２．創立：明治２６年２月１日

３．資本金：１５０億円

４．従業員数：１，５６７名

５．店舗数：１０７カ店（他代理店４カ店）

６．預金等残高：２兆３，０４７億円

７．貸出金残高：１兆５，９７３億円

（平成１８年３月３１日現在）
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２．店舗ネットワーク一覧
（平成１８年３月３１日現在）

大分県内：９６カ店

福岡県内： ６カ店

その他県外：５カ店

合計：１０７カ店
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51.6 52.7 52.6 53 53.4

0

10
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30
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60

１４年３月 １５年３月 １６年３月 １７年３月 １８年３月

当行 第二地銀 当行を除く地銀
大手行 信託銀行 信用金庫
信用組合

46.9 46.8 47 46.7 46.4

0

10

20

30

40

50

１４年３月 １５年３月 １６年３月 １７年３月 １８年３月

当行 第二地銀 当行を除く地銀
大手行 信託銀行 信用金庫
信用組合

３．大分県内預貸金シェア

貸出金シェア推移 預金等シェア推移

県内の貸出金・預金等シェアは、トップ。

（％）（％）

１５（＊郵貯を除く）（＊政府系金融機関を除く）
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１．平成１７年度損益概況（単体）

１８５１７４９９経常収益

株式等関係損益

不良債権処理費用

▲２４７７１０１当期純利益

▲６３１２１１８４税引前当期純利益

▲６１４６５特別損益

▲１１１７１１８経常利益

１１０その他臨時収支

０００

▲５６０５６

５８１▲５７臨時収支

７１３９１３２コア業務純益

▲６１１１５１７６業務純益

▲５２９０２９５経費

４８－▲４８一般貸倒引当金繰入

▲２７▲３６▲９その他業務利益

９７１６２役務等利益

２３７１３６９資金利益

▲１６４０６４２２業務粗利益

増減18年3月期17年3月期

（単位：億円）

資金利益は、貸出金利息の減少を
有価証券利息によりｶﾊﾞｰし増加。

預り資産の獲得推進に
より増加。

一般貸倒引当金と個別貸倒引当金
の合計額が、純取り崩しとなったため、
合計額を特別利益に計上。

17年3月期は、厚生年金基金
の代行返上益７６億円を特別
利益に計上。実質的には１８
年３月期過去最高利益を計上。

有価証券の損切２４億円の
実施により減少。
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0
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448

129

825

657

654

70

1,115

0

500

1000

1500

2000

2500

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

預かり資産残高推移表

投資信託 生保（個人年金） 外貨預金 公共債

22,296

22,595

22,421

22,990 23,047

21,800

22,000

22,200

22,400

22,600

22,800

23,000

23,200

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

預金等推移（末残）

２．主要残高

（１）預金・預り資産

預金等は、16年3月に預り資産販売を強化した結果、
一時的に減少したが、以後順調に増加。

預り資産は、投資信託・個人年金・公共債を中心として
順調に増加。

７３５ ７２９

１，０１３

(億円)

１，７５３

２，４９６(億円)



個人ローン残高及び比率推移

2,829
3,047 3,206

3,494
3,777
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22.6

0
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14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

15.0
16.0
17.0
18.0
19.0
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21.0
22.0
23.0
24.0
25.0

（２）総貸出金・中小企業向け貸出金比率・

総貸出金推移（末残）及び中小企業向け貸出金比率推移

15,731 15,692
15,764

15,444

15,973

70.8

67.8
67.6 67.3

67.5

15,100
15,200
15,300
15,400
15,500
15,600
15,700
15,800
15,900
16,000
16,100

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

65.0

66.0

67.0

68.0

69.0

70.0

71.0

72.0

18年3月期の総貸出金は、個人ローンおよび県外向け
貸出しへ積極的に取組んだことにより増加した。

個人ﾛｰﾝは、住宅ﾛｰﾝの拡販により順調に推移、総
貸金に占める個人ﾛｰﾝの割合も着実に増加している。

（億円) （億円)(%) (%)

個人ローンの残高及び比率推移

１９
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投資信託並びに保険窓販関係手数料推移表

202
556

1,424
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297
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投資信託関係手数料 保険窓販関係手数料

３．役務取引等利益の推移

役務取引等利益の推移

4,482 4,728
5,255

6,207

7,164

14.7

12.5

10.7
9.6

17.6

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月
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３．役務取引等利益の推移

役務取引等の利益は、順調に増加し、業務粗利益に占める割合も着実に推移。

（百万円） （％）
（百万円）

３３ １２９

６３４

１，３０４

２，２０７

２０
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４ ． 経 費 の 推 移

176

138

167

130

150

127

147

131

143

131

0

50

100

150

200

250

300

350

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

人件費・物件費の推移

人件費 物件費

人件費は、毎期着実に減少。物件費はｼｽﾃﾑ投資を
積極的に実施したことにより、増加。

17年３月期のOHRは、経費の伸びが業務粗利益
の伸びを上回り若干増加したが、減少基調。

（億円） （％）

４．経費の推移

３１４
２９７

２７７ ２７８ ２７４

ＯＨＲ推移

71.7
71.1

68.6
69.0

67.5

65.0

66.0

67.0

68.0

69.0

70.0

71.0

72.0

73.0

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月
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100

15

138

143

63

▲ 36

56

▲ 48

79

▲ 85

▲ 100

▲ 50

0

50
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150

200

250

300

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

与信費用の推移

不良債権処理額 一般貸倒引当金

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

与信費用率 0.75 1.80 0.17 0.05 ▲ 0.04
与信費用 115 281 27 8 ▲ 6
貸出金平残 15,407 15,590 15,588 15,502 15,353

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

貸出金償却 0 0 0 0 0
個別貸倒引当金繰入 98 132 61 55 79
延滞債権等売却損 2 6 2 1 0
合計 100 138 63 56 79

５．与信費用の推移

＜与信費用率推移表＞

＜不良債権処理内訳推移一覧表＞

平成１５年３月期に予防的な引当処理を実施したことにより、平成１６年３月期以降の与信費用は低水準で推移。

注）与信費用率＝（一般貸倒引当金額＋不良債権処理額）÷貸出金平均残高 、 不良債権処理額＝貸出金償却＋個別貸倒引当金繰入額＋延滞債権等売却損

（単位：％、億円）

１１５

２８１

２7 ８
▲６

（億円）



23

6．債務者区分遷移表

その他
要注意先

要管理先

8,853 7,628 415 0 15 21 1 773 0.418 452

8,997 8,428 286 0 2 2 0 279 0.044 290

2,376 691 1,446 1 76 15 6 141 4.082 691 98

2,238 421 1,683 2 57 9 7 60 3.213 421 74

18 1 1 14 1 0 0 1 5.556 2 1

404 1 5 392 3 0 0 2 0.800 6 3

308 6 9 1 221 21 4 46 16 25

304 0 4 29 214 7 20 30 33 26

78 1 2 0 1 48 1 25 4 1

106 0 1 0 0 70 4 30 2 4

24 0 0 0 0 0 5 19 0

17 0 0 0 0 0 2 15 0

11,657 8,327 1,873 16 314 105 17 1,005 713 577

12,065 8,850 1,979 423 276 87 33 416 462 398

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

合計

正常先 その他

正常先

要
注
意
先

その他
要注意先

要管理先

要注意先
破綻

懸念先
実質

破綻先
破綻先

（上段：先数、下段：金額（億円））

平
成
１７
年
３
月

与信先数
与信額

平成18年3月 破綻懸念
先以下へ
の劣化比

率

ランク
アップ

ランク
ダウン

＊対象債務者は、個人ローンを除く、法人及び個人企業
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303
425

310
192

107

230

350

350

326

279

246

183

171

136

203

4.84

5.97

5.16

4.14

3.61
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200

400

600

800

1,000

1,200

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

0

1

2

3

4

5

6

7

要管理債権 危険債権 破産更生債権 不良債権比率

7.不良債権の推移（金融再生法基準）

不良債権比率は、１５年３月の５.９７%をﾋﾟｰｸとし毎期着実に減少している。

注１)不良債権総額＝破産更生債権及びこれらに準ずる債権＋危険債権＋要管理債権 注２）不良債権比率＝総与信に占める不良債権総額の割合

注３）総与信＝貸出金＋支払承諾見返＋外国為替＋貸付有価証券＋仮払金＋未収利息

不良債権比率、不良債権額の推移(億円) (％)

７７９

９５９
８３２

６５５

５９１
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8．有価証券の状況

2,401 2,360 2,475
2,815

3,118

961 927 822

966

1,079

1,514
2,054

1,804

1,834

1,838

958

744 1,356

884

911

74

15264

40

233

266

316
290

276

360

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

１４年３月 １５年３月 １６年３月 １７年３月 １８年３月

億円

株式

その他

外国証券

社債

地方債

国債

6,403

6,814
6,969

7,541

6,177

74636881104

36

45

3125

24

4.95%

3.70%

1.10% 1.16%1.18%
1.46%

2.04%

2.92%
2.49%

3.02%

1.50%1.39%1.37%
1.66%

2.48%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

１４年３月 １５年３月 １６年３月 １７年３月 １８年３月

億円

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

国際

国内

全体

国際

国内

106
93 95

110

149

（１）有価証券残高推移 （２）有価証券利息配当金と利回り推移

（３）有価証券評価損益推移

120 138
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456
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▲ 59

56

▲ 2

13

6

▲ 4

10

▲ 100

0

100

200

300

400

500

１４年３月 １５年３月 １６年３月 １７年３月 １８年３月

億円

その他

株式

債券

201

273
310

407

222

（４）円貨債券デュレーションの推移

１４年３月 １５年３月 １６年３月 １７年３月 １８年３月

ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 3.57 3.58 3.36 2.87 3.05
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自己資本額の推移

Ｔｉｅｒ１ Ｔｉｅｒ２

9.71

8.31

8.71

7.32

9.04

7.66

9.74

8.39

9.87

8.56

6.00

6.50

7.00

7.50

8.00

8.50

9.00
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10.00

14年3月 15年3月 16年3月 17年3月 18年3月

自己資本比率の推移

自己資本比率 Ｔｉｅｒ１比率

9.自己資本の状況

自己資本比率、自己資本額共に、平成１５年３月期に赤字を計上し一時的に減少したが、それ以降順調に増加。

（％） （億円）

１，１３１

１，０１３

１，０５５

１，１４９

１，２２０
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10.今期(平成18年度)の業績予想

▲８６９７７当期純利益

▲１１１１０１２１税引前当期純利益

▲６▲２４特別損益

▲ ５１１２１１７経常利益

▲８▲７１その他臨時収支

▲１▲１０株式等関係損益

１５１５０不良債権処理費用

▲２４▲２３１臨時収支

▲２１３７１３９コア業務純益

２１１３６１１５業務純益

０２９０２９０経費

－－－一般貸倒引当金繰入

１７▲１９▲３６その他業務利益

０７１７１役務等利益

３３７４３７１資金利益

２０４２６４０６業務粗利益

３５２０５１７経常収益

増減19年3月期（予想）18年3月期 貸出金のﾎﾞﾘｭｰﾑ増により

資金利益増加

有価証券の損切り減少

一般貸倒引当金の繰
入額は０を予定

不良債権処理費用を１５
億円予定。今期は、貸倒
引当金の計上額が、純取
崩しとなった。

前期は、貸倒引当金が純
取崩しとなったため、特別
利益に計上。今期は、貸
倒引当金の取崩しを見込
んでいない為当期純利益
は減少予定。

（単位：億円）

不良債権処理費用の
計上などにより、経常
利益は減少
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１．中長期的に「目指す姿」

お客様の満足を追求し、
共に発展する収益力の高い銀行

お客様の満足を追求し、
共に発展する収益力の高い銀行

２年後２年後

数多い銀行の中で、唯一、お客様が潜在的に望んでいるものにも気付き
お応えできる銀行

数多い銀行の中で、唯一、お客様が潜在的に望んでいるものにも気付き
お応えできる銀行

「お客様の満足」を追求する精神が行員一人一人に根ざし、「お客様」を起点とした営業の仕組み、
内部管理の仕組みが構築され、それがお客様からも認められている。
数多い銀行の中で、唯一、お客様が潜在的に望んでいるものにも気付きお応えできる銀行となり、

それによってお客様からの絶対的な支持と、高い収益性・健全性を兼ね備えた銀行を目指す。

当行のサービスがお客様にどの程度ご満足頂いているかについて、定期的にアンケート調査を行い検証していく。当行のサービスがお客様にどの程度ご満足頂いているかについて、定期的にアンケート調査を行い検証していく。

５年後５年後

現在進めている営業改革と業務改革を確実に定着させ、お客様から
揺るぎない信頼を得るとともに、強固な営業体制と内部管理体制を構築する。
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２．第４次・第５次中期経営計画の評価

①卓越した運用力

②ロ－コスト体質

③資産内容の健全性維持

期 間期 間 ２年間：平成１４年４月１日～平成１６年３月３１日

テーマテーマ 改革への挑戦

基本方針 経営目標指標

自己資本比率

ＲＯＡ

業務純益

第４次中計

ＯＨＲ ６９．１％

８．３５％

０．５５％

１３３億円

平成15年度計画

目指す姿目指す姿 収益力の高い銀行

結果

○

×

○

○６８．６％

７．６６％

０．７０％

１６４億円

平成15年度実績

毎期不良債権処理額が膨らみ当期
純利益が減少。

（赤字計上のため、自己資本比率のみ未達成）

平成１４年度は、不良債権問題を終結さ
せるため予防的引当を実施。

戦後初の赤字（１１０億円）を計上。
平成１５年度は公約通りＶ字回復。

（１）第４次中期経営計画の評価
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（２）第５次中期経営計画の評価

①営業力の強化

②ロ－コスト体質の実現

③資産内容の健全化

期 間期 間 ２年間：平成１６年４月１日～平成１８年３月３１日

テーマテーマ リテールマーケットへの挑戦

基本方針 経営目標指標評価

目標水準
に未達

目標水準
を達成

ＯＨＲ

ＲＯＡ

Tier1比率

業務純益

第５次中計

当期純利益 ５０億円以上

６７％以下

０．５７％以上

８．３％以上

１４０億円以上

平成17年度計画

目指す姿目指す姿 収益力の高い銀行

目標水準
を達成

・個人部門（個人ローン・預り資産） ○
・法人部門（事業性貸出金） ×

結果

×

×

×

○

○７７億円

６７．５％

０．５５％

８．５６％

１１５億円

平成17年度実績

(有価証券の損切り２４億円、貸倒引当金の純取崩しを考慮すると、ＯＨＲのみ未達成）

不良債権処理に目処

収益力の強化へ

平成１６年度は、過去最高益計上。

平成１７年度も高水準の利益計上。
不良債権比率は３．６１％へ低下
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３．第６次中期経営計画の狙い

①営業力の強化

②内部管理体制の強化

③資産内容の健全性
維持・向上

期 間期 間 ２年間：平成１８年４月１日～平成２０年３月３１日

テーマテーマ 明るく、力強く、誠実な銀行へ～営業改革＆業務改革～

基本方針 経営目標今後の狙い

目標水準
の達成

目標水準
の達成

ＯＨＲ

自己資本比率

コア業務純益

第６次中計

当期純利益 ６３億円

６６．９％

１０．６４％

１４３億円

平成19年度計画

目指す姿目指す姿 お客様の満足を追求し、共に発展する収益力の高い銀行

現在の水準
を維持・改善

営業改革の確実な実施

業務改革の確実な実施
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４．第６次中期経営計画の体系図

お客様の満足を追求し、共に発展する収益力の高い銀行

目 指 す 姿

地域社会の繁栄に貢献するため銀行業務を通じ最善をつくす

経 営 理 念

行 動 指 針

１．私たちは お客様を大切にします
２．私たちは 地域のために働きます
３．私たちは 業務上の機密を守ります
４．私たちは 常に自分を磨きます
５．私たちは 積極果敢に行動します

①営業力の強化
③資産内容の健全性

維持・向上

「営業改革」と「業務改革」の実行

大分銀行および私たち役職員は、あらゆる法令等を遵守し、確固たる倫理観をもって、
良き社会の一員として行動することを宣言します。

倫 理 宣 言

市場環境分析 当行の現状と課題

②内部管理態勢の強化

３つの基本方針
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５．第６次中期経営計画の「目指す姿」

・付加価値の高いサービスを提供することで、お客様にご満足頂くと同時に当行との取引を継続・拡大していた
だき、それを収益に寄与させる。

・お客様や従業員、株主、地域から支持される好循環サイクルを構築し「収益力の高い銀行」を目指す。

お客さまの満足
（顧客満足度の向上）

収益

株主
（株主価値の向上）

地域
（地域への貢献）

従業員の
満足度向上

意欲増大
スキル向上

組織力の向上

従業員

銀 行

付
加
価
値
の
高
い

サ
ー
ビ
ス
提
供

お
客
様
の
満
足
↓

従
業
員
の
や
り
が
い

顧
客
サ
ー
ビ
ス
の向

上

目指す姿：お客様の満足を追求し、共に発展する収益力の高い銀行目指す姿：お客様の満足を追求し、共に発展する収益力の高い銀行

当
行
と
の
取
引
拡
大

① ② ③

（資本の
充実）
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６．第６次中期経営計画の基本方針

（１）営業力の強化①ブロック営業体制の充実

ブロック体制

１．フルバンキング（集約店・単独店）と店頭特化店でブロックを構成
２．ブロック長の業務をサポートするため「企画専担者」を各ブロックに1名配置する。

３．ブロック長はこれまで同様支店長兼務とし、ブロックの収益責任を負う。 （ブロック収益の最大化）

１．フルバンキング（集約店・単独店）と店頭特化店でブロックを構成
２．ブロック長の業務をサポートするため「企画専担者」を各ブロックに1名配置する。

３．ブロック長はこれまで同様支店長兼務とし、ブロックの収益責任を負う。 （ブロック収益の最大化）

顧客対応顧客対応

行内対応行内対応

• 毎年のブロック戦略（目標）の策定
• 経営との四半期に1度進捗確認

•ブロック内の人的資源配分
（人事部へ異動申請）

•最重要顧客のフォロー
•ブロック内顧客団体の取りまとめ

•各種会議への出席
•本部と連携してブロック内臨店指導

戦略策定戦略策定

人事業務人事業務

サポート役として、「企画専担者」１名を配置

①ブロック営業戦略の企画

②ブロック内の営業推進の進捗管理

等を行う

サポート役として、「企画専担者」１名を配置

①ブロック営業戦略の企画

②ブロック内の営業推進の進捗管理

等を行う

⇒ブロックの業績目標を
ブロック内各店に設定

ブロック長の主な業務

イ．ブロック営業体制：営業店の機能を特化することにより、営業の高付加価値化・効率化を図る。

ブロック

ブロック
長店

（集約店）

フル
バンキング
（単独店）

フル
バンキング
（集約店）

ﾌﾞﾛｯｸ長
兼

支店長

企画専担者

店頭特化店

店頭特化店
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（１）営業力の強化①ブロック営業体制の充実

フルバンキング店（集約店・単独店）の例

次長

得意先役席

個
人
営
業

支店長

営業役席

テ
ラ
ー
・
受
相

後
方

店頭特化店の例

支店長

営業役席

テ
ラ
ー
・
受
相

後
方

得意先役席

法
人
営
業

融
資

融資役席

フルバンキング体制 店頭特化体制

（支店長含む行員５～６名体制）

６次中計スタートの平成１８年４月から大分・別府地区の７ブロックに、一部の店舗を店頭特化店とし、得意先係と融資係をフルバンキ

ング店（集約店）へ機能を集約するブロック体制を導入する。その他ブロックについては１８年度上期に検討し、順次スタートさせる。

得
意
先

融
資

ロ．各店舗の体制と役割

融資・得意先係はなく、一般貸出金・有担保ﾛｰﾝの決裁業務も
行わないが、自店の与信先の把握とフォローは引き続き行い、
集約店と共同で深耕先への営業を強力に進める。

得意先係（法人営業・個人営業）は、戦略会議でのﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを
通じ提案内容の高度化を図り、お客様のニーズに沿った提案
営業を実践し、お客様により質の高いサービスを提供。

フルバンキング店へ集約
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（１）営業力の強化②ソリューション営業の定着化

プロセスプロセス

①
顧
客
理
解

③
一
次
提
案

②
ニ
ー
ズ
仮
説
構
築

⑤
二
次
提
案

④
仮
説
の
検
証

⑥
事
後
フ
ォ
ロ
ー

【顧客カード】 【産業分析シート】

・企業概況、銀行
取引状況を把握

既存の
「企業概況」

・顧客事業の現況
や経営課題など

顧客カード
（新規追加）

＋

産業分析

悩み特性産業名

悩み抽出表

現象

Q１

2

3

4

5

6

7

8

顧客情報

○

△

△

×

×

×

×

△

計

４

売掛金が買掛金を上回る

受取手形、売掛金の現金比率が高い

サイトがズレている、変化している

大手との取引が多く、力関係が弱い

最近売上が急激に伸展してきている

最近営業部隊を増設した

従業員を増やしている

最近大きな取引先を獲得できた

顧客
ニーズ

悩み

回収・支
払条件
が悪い

短
期
資
金

売上の
伸びて
おり、い
ままでの
規模で
は追い
つかな
い

成
長
資
金

１

Step 1

４

０

総計

８

１

Step 2

産業特性

＊約100の現象に関して
当てはまるかをチェック
することで、顧客企業
の抱える悩みを推察

【悩み抽出表】

【経営課題の簡易診断】

（表紙） （想定した悩み）（診断一覧） （個別診断）

対・法人顧客対・法人顧客

【顧客カード】

・個人概要、ﾆｰｽﾞ取引状
況を把握

既存の
「顧客カード」

【ニーズ仮説表】

19A.T. Kearney 22/4763/050118_#7

© 2005 A.T. KE ARNEY K.K.  All Rights Reserved.

② ニーズ 仮 説 構築

「年齢」・「投 資経験」の観点から 提案対 象者を 選別をしたうえで、属 性毎のニーズ 仮説に 基づき提 案の方向性を決定

65
歳
未
満

65
歳
以
上

あり なし

リスク商品の投資 経験・知識

年
齢

提案対象 者の 選別提案対象 者の 選別 顧客属性別 のニーズ仮説・提案の方 向性（素案）顧客属性別 のニーズ仮説・提案の方向 性（素案）

■富裕層の中から、運用商品の提案
対象となる顧客を選別

顧客属性 ニーズ仮説 提案の方向性

オ ーナ ー
富裕層

企業エリート

退職金富 裕層

高齢富裕 層
• 自己のための資産運用は、長期での運
用を敬遠

• 資産を子供や孫に多く残す方法に関心

• 短期の商品を中心に提案。ま
た、相続の話題と絡めて変額
個人年金なども勧奨

• 住宅ローンの一括返済など、退職金の
有効な活用方法に関心

• 老後の生活に対し、漠然とした不安

• 退職金の使途アドバイスと、
余剰資金を活用した「自分年
金」作りの提案

• 自由に使えるお金が多いため、高リスク
商品を含む積極的な資産運用に関心

• 現状の資産構成をふまえつ
つ、ハイリスク・ハイリターン型
の商品も提案

• 相続・承継を意識した資産の有効活用
• 税金に対する意識が強く、税務対策を
踏まえた資産運用

• 個人年金（一時払・変額）等、
万一の際、後継者に資産が
引継がれるタイプの商品提案

医師

• 個人病院の相続、承継を意識した資産
の有効活用

• 子供の開業資金援助のための資産蓄積

• （上記同様）後継者に資産が
引継がれるタイプの商品提案

• 資金援助にむけた積立型の
商品提案

提案
対象外

積極提案
対象層

コンプライアンス上の観
点より、この層への積極
的な提案は行わない

対・個人顧客

・・
・

24A.T. Kearney 22/4566/040830_個人#3

©2004 A.T. KE AR NEY  K.K.  All Ri ghts Reserved.

リスクと上手につき合う方法：①資産を目的別にわける

資産の目的に応じて適切なリスクの商品を選択することが重要です

　資産　資産

使う使う

目的目的

リスクの
考え方

リスクの
考え方

貯める貯める 増やす増やす

日常の生活に
必要なお金

マイホームや
子供の教育資
金

当面使う予定
のないお金

安全性の高さが重要
また、いつでも引き出せる
換金性も大事です

安定した収益が期待できる
商品が適しています

リスクが大きい分、大きな
収益の期待できる商品に適
しています

【提案ツール】

【フォローツール】

・販売商品の価格変
更がわかる資料

フォローツール
（新規作成）

対・個人顧客対・個人顧客

6A.T. Kearney 22/4275/040116-sy3

©2004 A.T. KEARNEY K.K.  All Rights Reserved.

つぎのようなお悩みをお持ちではございませんか

このような状況のなか こんなお悩みをお持ちではございませんか・・

売上に変化・ムラ
が多い

売上に変化・ムラ
が多い

競合からの防衛
策を検討したい

競合からの防衛
策を検討したい

相続対策が心配相続対策が心配

米穀の販売が中心であり、季節により売
上に大きなが差がある

米穀の販売が中心であり、季節により売
上に大きなが差がある

大手のスーパー・卸売業が進出してきて
おり、急成長を遂げている

大手のスーパー・卸売業が進出してきて
おり、急成長を遂げている

オーナーが築き上げた会社。事業永続
のためには、資産を次世代につなぐこと
が必要

オーナーが築き上げた会社。事業永続
のためには、資産を次世代につなぐこと
が必要

雛
型

11A.T. Kearney 22/4275/040116-sy3

©2004 A.T. KEARNEY K.K.  All Rights Reserved.
エクセルの提案書

8A.T. Kearney 22/4275/040116-sy3

©2004 A.T. KEARNEY K.K.  All Rights Reserved. エクセルの提案書

11A.T. Kearney 22/4275/040116-sy3

©2004 A.T. KEARNEY K.K.  All Rights Reserved.
エクセルの提案書

8A.T. Kearney 22/4275/040116-sy3

©2004 A.T. KEARNEY K.K.  All Rights Reserved. エクセルの提案書

A.T. Kearney 22/4082/030904/HK 12

©2003 A.T. KEARNEY K.K.  All Rights Reserved.

経営課題の簡易診断

○○株式会社御中

7A.T. Kearney 22/4275/040116-sy3

©2004 A.T. KEARNEY K.K.  All Rights Reserved.

想定される悩み想定される悩み 今回ご提示する内容今回ご提示する内容

雛
型

① 売上に変化・ムラが多い① 売上に変化・ムラが多い

②競合からの防衛策を検討②競合からの防衛策を検討

③ 相続対策に頭を悩ませている③ 相続対策に頭を悩ませている

•売上高が一時的に変動することで、資金面などにどのよ

うな影響が生じるか

•財務状況から見て、どの程度の防衛策を講じることが

できるか

•防衛策を講じない場合、どういったリスクが想定され

るか

•相続対策について、贈与と活用した対策についてのいく

つかの情報を持参しました

大分銀行では、お客様の悩みに対して、いくつかのご提案がございます

イ．ソリューション営業のためサポートツールを活用し、プロセスの標準化を図る
お客様の悩みや本当のニーズに対する解決策を提案し、
お応えすることで「お客様の満足」を追求する 本来の地銀マンの姿・やりがい本来の地銀マンの姿・やりがい
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イ．収益性と信用格付の軸で、収益上位顧客と将来の収益顧客を選定、提案営業を推進

コ
ア
先
・
特
殊
先

中堅企業

中小企業

個人事業主

サポート先

対応方針

・ 高付加価値提案をもとに囲い込み

・ 融資主体の提案営業

・ 開業医・地主が6割強。個人資産
運用も含めた提案営業

・ ランクアップによる信用コストの低減

新
規 新規見込先 ・ 一般業種、特定業種毎にコア化見

込める先をリストアップ

特殊先 ・ 地公体、船舶など特殊セクター。
個別に対応検討

非
コ
ア
先

中堅企業

中小企業

・ 囲い込みと同時に取引採算の改
善（見直し）を図る

・ 顧客理解を通じ埋もれていた融資
ニーズを掘り起こす

法人顧客のセグメンテーション 深耕先セグメントの考え方

格付：Ａ格＝正常先、ＢＩ、Ｂ２＝要注意先（Ｂ１の方が、健全性が高い）

（１）営業力の強化③法人営業戦略

格付 年商

１０億円以上

１～１０億円

１億円未満

Ｂ２（Ｂ１含）

１０億円以上

1～１０億円

－ －

－ －

－ １，０００億円以上

県内事業先 － １億円以上

県外事業先 ｺｽﾓｽ51点以上 １０億円以上

医療（新規開業先） －

不動産賃貸(新規） －

中小企業

セグメント

深
耕
先

特
定

特
殊

新
規
見
込
先

地公体・外郭団体

船舶

大企業

一
般

零細・個人事業主

サポート先

Ａ格
（Ｂ１含）

Ａ格
（Ｂ１含）

営業店にて
リストアップ

コア

非コア

そ
の
他

コ
ア
・
非
コ
ア

中堅企業

中小企業

中堅企業
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（ １ ） 営 業 力 の 強 化 ④ 個 人 営 業 戦 略

マス層

貯蓄・
運用層

住宅ローン
保有層

C

D

E

F

G

シニア
マス層

H

住宅ローン
非保有・
貯蓄層

• 国債・保険などの低リスク商
品を店頭で販売。ダイレクト
センターも活用

• 預金少なく、預り資産ポテ
ンシャルなし。省力化

• ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた積立型
運用商品・ｶｰﾄﾞﾛｰﾝを主体
に取引拡充。優遇商品の
提供も検討

• 優良顧客に成長する仕組の
検討

• 優良職域先は囲い込み

• ダイレクトセンターが商品や
説明会を告知、窓口に誘導
しテラーが預り資産を販売

店頭

ﾀﾞｲﾚｸﾄｾﾝﾀｰ

（店頭）

ﾀﾞｲﾚｸﾄｾﾝﾀー
店頭

• プル型にて注力。主に住宅
業者経由で狙う（他行住宅
ローンは借換）

ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ（住
宅ﾛｰﾝ専担）

ﾀﾞｲﾚｸﾄｾﾝﾀー
店頭・ＡＴＭ

店頭
ﾀﾞｲﾚｸﾄｾﾝﾀｰ

(他セグメントと重複あり)

年金
貯蓄層

個人顧客のセグメンテーション案 今後取るべき方向性

セグメントセグメント 対応方針対応方針 対応ﾁｬﾈﾙ対応ﾁｬﾈﾙ

シニア
富裕層

A

B
富裕
ｵｰﾅｰ層

預金
残高

年齢

得意先係が対応
すべき深耕先

20代 30代 40代 50代 60代 70代～

マス層

シニア
富裕層

貯蓄・運用層
年金

貯蓄層

住宅ローン保有層

シニアマス層

AB

C

E

D

F

H

G
住宅ローン非保有・

貯蓄層

• 収益見込先となる富裕層。
有力な預かり資産販売先と
して渉外が対応。運用商品
を主体に取引の維持・拡充
を図る。ｵｰﾅｰにはﾋﾞｼﾞﾈｽ
情報も提供

個人営業

富裕オーナー層

出所：セグメント分類は個人営業室、マーケティングチームとのディスカッションによる。先数の試算は個人DB(84千先）を全体の921千先に割戻し、不明先などを除いた。
住宅ローン保有層は住宅ローン残高がある全顧客なので、他セグメントと重複あり

イ．年齢と預金残高でセグメンテーションし、深耕先を選定

少

多
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（１）営業力の強化⑤住宅ローン営業

１６年度 単位：百万円

新築着工件数 マーケット 割合

大分６ブロック 2,538 43,146 52.4%
別府ブロック 634 10,778 13.1%
中津ブロック 370 6,290 7.6%
国東ブロック 200 3,400 4.1%
宇佐ブロック 292 4,964 6.0%
久大ブロック 274 4,658 5.7%
豊肥ブロック 166 2,822 3.4%
佐伯ブロック 190 3,230 3.9%
臼津ブロック 177 3,009 3.7%
合計 4,841 82,297 100%

住宅ローンの新築案件は大分・別府で６５％以上

マーケット：新築着工件数×17百万円（17年度上期平均住宅ローン金額）

イ．大分、別府地区の住宅業者対策の強化と新築案件の集中化

６次中計では大分・別府地区の新築案件集中化を図る

住宅業者工作による住宅ローン新築案件の獲得専担者業務

６名（５名増員）１５名（８名増員）専担者数

別府支店に併設現在のローンプラザ支店店舗形態

新築専門チャネル新築専門チャネルチャネル

新築新築対象

別府大分

大分市 別府市

重点エリア

ローンプラザ支店増員 別府ローンプラザ室新設
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（１）営業力の強化⑥ダイレクトセンターの有効活用

受
付
相
談

受
付
相
談

・相続・喪失
諸届等

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
す
る
お
客
さ
ま

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
す
る
お
客
さ
ま

ハイカウンターハイカウンター

営業店

②対象顧客の
来店誘導

②対象顧客の
来店誘導

③受相への
集中化

③受相への
集中化

テラー
アシスタント

③受相への集中化
・店内連携

③受相への集中化
・店内連携

ダイレクトセンター

行員

④受相事務の
本部集約化

④受相事務の
本部集約化

①ダイレクトセンターの
機能強化・連携強化

①ダイレクトセンターの
機能強化・連携強化

②ダイレクトセンターから来店誘導②ダイレクトセンターから来店誘導

施策

•日中電話できないテラーの代わりにダイレクト
センターが電話し、来店誘導

③受付相談にセールスを集中③受付相談にセールスを集中

①ダイレクトセンターの機能強化・連携強化①ダイレクトセンターの機能強化・連携強化

•ダイレクトセンターの機能を強化し、営業店と
連携できる体制作り

•店内で連携し、窓口に来られたお客様を受
付相談が主体となってセールス

④受付相談の事務の本部集約化④受付相談の事務の本部集約化

•相続・諸届等の、事務を本部集約化して受付
相談の事務負荷を軽減

ダイレクトセンターの機能を有効活用し、お客様を来店誘導する仕組みを構築する。

行員

ロビー
アシスタント
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（２）内部管理体勢の強化①顧客ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙの向上

6次中計新体制への移行を機に、お客さまを起点にした発想での業務を優先する

お客さまの視点で

お客さまお客さま

経営経営

営業店営業店

本部本部

・お客さまを、お待たせしない、ミスをしない

お客さまの貴重な時間を無駄にしない
・お客さまのニーズを踏まえたセールス

・お客さまへのサービス向上を優先
事務レベル、コンプライアンスのレベルアップにも注力

・本部への報告等は必要最小限に
本部の取り纏めの時間も節減

・「本部の顧客は営業店」との意識
営業店へのサービス改善の施策を優先

・経営への報告は必要最小限に

・逆に経営の立場でも、要点をまとめた簡潔な資料・
報告の方が意思決定しやすいはず
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（２）内部管理体勢の強化②業務改革の確実な実施

5．個人ローン業務
–個人ローン商品の見直し
–個人ローン事務プロセスの
見直し

–個人ローン延滞管理の効
率向上

–住宅ローン業者対応の集
約化

–審査基準の統一・迅速化

6．受電・行内向け業務
–受電対応の効率化
–総務業務の本部集約化
–報告物の見直し
–還元資料の見直し

7．センター業務
–センター集約化対応と人
員の最適配置

3．受付相談・預り資産業務
–受付相談事務の本部集約
化

–預り資産事務の効率化
–見込客誘導手法の確立
–窓口連携体制の確立

4．法人融資業務
–法人融資申込書類等の見
直し

–稟議件数の削減
–稟議書作成負荷の軽減
–稟議書決裁時間の短縮
–格付・自己査定負荷の軽
減

–債権書類の集中保管
–不芳先管理の集約化
–格付D・E先管理の本部集
約化

全行内部管理体制の強化案件全行内部管理体制の強化案件 営業店・センターの業務効率化案件営業店・センターの業務効率化案件

1．預金・出納業務
–季節変動取引の平準化
–預金プロセスの見直し
–店舗外ATM障害対応の効
率化

–年金定期の見直し
–ATMへの誘導
–ATMからの窓口逆流の減少
–役席検印対象伝票の見直し
‐営業店への硬貨送付の棒
金化

2．内為業務
–ＦＢ・ＩＢ化の推進
–ＦＢ・ＩＢ新規登録事務の本
部集約化

–為替プロセスの見直し
–受信業務の集約化

1．内部管理（含リスク管理）
体制の見直し

2．管理対象リスクの再定義と
コントロール方法の検討

3．内部監査体制の見直し

4．現場のリスク管理・コンプラ
イアンス遵守の強化
– 業務規程・通達等の周
知徹底

– 顧客情報管理の厳正化

5．現場のリスク管理・コンプラ
イアンス意識の醸成
– 業績表彰・個人評価の
見直し

– 人材マネジメントの見直
し

業務改革では、「全行内部管理体制の強化」、「営業店・センターの業務改革」あわせて次の４１業務案件を検討・実施する。

①営業店を中心に本部に関わる業務全般を抜本的に見直し、新しい業務のやり方を創造する

②その結果として、「顧客サービスレベルの向上」と「業務効率化」及び「内部管理体制の強化」を図る

①営業店を中心に本部に関わる業務全般を抜本的に見直し、新しい業務のやり方を創造する

②その結果として、「顧客サービスレベルの向上」と「業務効率化」及び「内部管理体制の強化」を図る
目的目的
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（３）資産内容の健全性維持・向上

①融資支援システム「Ｄｉｓｃｏｖｅｒ」の定着・活用①融資支援システム「Ｄｉｓｃｏｖｅｒ」の定着・活用

信用リスク管理
高度化

信用リスク管理
高度化

事務の
効率化・堅確化

事務の
効率化・堅確化

①企業審査を軸とした業務プロセスの実現
企業審査の取組方針に基づいた迅速な案件審査。営業店では個別案件に
対し迅速な対応が可能。

①企業審査を軸とした業務プロセスの実現
企業審査の取組方針に基づいた迅速な案件審査。営業店では個別案件に
対し迅速な対応が可能。

② 融資業務の進捗モニタリングの実現
業務処理の進捗状況・期日状況を本部、支店長、役席からモニタリング
する。

② 融資業務の進捗モニタリングの実現
業務処理の進捗状況・期日状況を本部、支店長、役席からモニタリング
する。

③情報管理の一元化と業務フローに沿った情報参照
各種情報を顧客単位で一元管理、業務フローに沿って情報を参照する。

③情報管理の一元化と業務フローに沿った情報参照
各種情報を顧客単位で一元管理、業務フローに沿って情報を参照する。

④作業ガイダンスの表示・入力チェック機能による事務レベル向上
貸出種類に応じた作業項目表示や入力内容チェックで事務ミスを防止。

④作業ガイダンスの表示・入力チェック機能による事務レベル向上
貸出種類に応じた作業項目表示や入力内容チェックで事務ミスを防止。

⑤ 債権書類の本部集中による事務効率化とリスク管理の強化
本部集中保管により書類紛失の防止と不備の早期是正が実現。

⑤ 債権書類の本部集中による事務効率化とリスク管理の強化
本部集中保管により書類紛失の防止と不備の早期是正が実現。
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コア業務純益 １４３億円コア業務純益 １４３億円

コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入
－債券５勘定尻

第６次中期経営計画では収益性指標として「コア業務純益」「当期純利益」、効率性指標として「ＯＨＲ」、安全性の
指標として「自己資本比率」の４項目を経営目標（１９年度）の指標とし、その達成を目指す。

ＯＨＲ ６６．９％ＯＨＲ ６６．９％

ＯＨＲ ＝ 経費 ÷ コア業務粗利益

当期純利益 ６３億円当期純利益 ６３億円

自己資本比率 １０．６４％自己資本比率 １０．６４％

自己資本比率 ＝ 自己資本額 ÷ リスクアセット

【コア業務純益】～収益性 【当期純利益】～収益性

【ＯＨＲ：オーバーヘッドレシオ】～効率性 【自己資本比率】～安全性

（平成17年度実績 １３９億円） （平成17年度実績 ７７億円）

（平成17年度実績 ６７．５%） （平成17年度実績 ９．８７%）

７．経営目標指標
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＜ 参 考 ＞ 経 営 目 標 指 標

132 139 137 143
156

165
181

0

50

100

150

200

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

コア業務純益

101

77
69

63
71 76

86

0

50

100

150

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

当期純利益

ＯＨＲ

69.0
67.5 67.8 66.9

64.6
63.2

60.4

50

60

70

80

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

自己資本比率

12.20

11.59

11.15

10.64
10.26

9.879.74

8

9

10

11

12

13

14

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

（実績） （実績）

（実績） （実績）

５次中計 ６次中計

計数の５ヵ年計画

（単位：億円）（単位：億円）

（単位：％） （単位：％）

H18年度 Ｈ19年度 H18年度 Ｈ19年度

H18年度 Ｈ19年度 H18年度 Ｈ19年度

５次中計

計数の５ヵ年計画

６次中計 ５次中計

計数の５ヵ年計画

６次中計

５次中計

計数の５ヵ年計画

６次中計
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８．貸出金・預金等のボリューム計画

第６次中期経営計画（２年間）

（単位：億円）

平成17年度実績 平成18年度計画 平成19年度計画

総貸出金平残

事業性貸出金平残

個人ローン平残

預金等平残

預り資産
参
考

１５，３５３ １５，９７５１５，７５８

９，３０７ ９，５２４ ９，６０４

６，２２０ ６，１９０ ６，２５９

２３，１２６ ２３，１４７ ２３，２７５

１，４１４ ２，０５７ ２，７１３

県内事業性貸出金平残

県外事業性貸出金平残 ３，０８７ ３，３３４ ３，３４５

３，５８６ ３，７７２ ３，９５３

※預り資産＝投信（末残）＋生保（獲得累計）＋外貨（平残）
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預り資産残高計画

351 657
1,615 1,936 2,265

448
654

1,619
1,899

2,139

134
103

97

101

105

980 1,299

985
1,319

92

95

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

（億円）

投信 生保 外貨

＜ご参考＞貸出金等のボリューム計画

個人ﾛｰﾝ平残計画

2,343 2,615
3,136 3,306 3,476

961
971

1,005 1,025 1,045

2,796 2,967

976
986

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500

3,000
3,500
4,000

4,500
5,000

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

(億円)

住宅ローン その他

総貸出金平残計画

13,028 12,955 13,833 14,151 14,483

2,406 2,336
2,337 2,315

13,321 13,557

2,3592,396 2,381

0

5,000

10,000

15,000

20,000

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

億円

一般貸出金 地公体 外貨貸出

一般貸出金平残計画

6,479 6,220 6,346 6,441 6,547

2,752 3,087 3,345 3,378 3,415

3,304 3,586 4,141 4,331 4,521

6,190 6,259

3,334 3,345

3,772 3,953

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

（億円）

県内事業性貸出 県外事業性貸出 個人ローン 余資運用

計数の５ヵ年計画

計数の５ヵ年計画 計数の５ヵ年計画

計数の５ヵ年計画
６次中計

６次中計 ６次中計

６次中計

18年度 19年度

18年度 19年度 18年度 19年度

18年度 19年度

９３3

1,414

2,057

2,713

3,331

3,936
4,509

3,304
3,586 3,772 3,953

4,141

4,331 4,521

15,502 15,353 15,758 15,975
16,225

16,517 16,823

13,028 12,955

13,321 13,557 13,832 14,150 14,483

（＊外貨預金は、平残）
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや

不確実性を内包するものであります。

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる

可能性があることにご留意ください。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社大分銀行 総合企画部 広報調査グループ

担当：板井・須賀

TEL：097-538-7617 FAX：097-538-7620

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：http//www.oitabank.co.jp/

以以 上上

本資料についての補足
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